



Making of Total War Structure and Japanease Studies of
 
Education:An Idea of Abe Shigetaka’s Plans for the Reform
 





This paper aims at clarifying historical characteristics of Abe Shigetaka’s plans for the
 
reform of youth education system in 1930’s.Until now it had been widely thought amang
 
educationalists that Abe Shigetaka(1890-1939)had made efforts to expand educational democ-
racy through the Kyo?iku-Kaikaku Do?shikai and his public activities.His activities and ideas,
however,have not yet examined completely,nor evaluated adeqetely.He insisted in instituting
 
the Compulsory Seinen-Gakko?(Young Men’s Military Training Institute)as alternative means
 
of secondary education,and gave important theoretical influences on politicians from official-
dom(Shin-Kanryo)and dominant monopoly capital.
This paper inquires into historical significances of his reformative plans and his activities
 
closely,including its ideological meanings.




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(47) 伊藤正直 ?資本蓄積(1) 重化学工業」(大石嘉
一郎編『日本帝国主義史』第2巻，東京大学出
版会，1987年)，隅谷三喜男『日本職業訓練発
展史』下巻（日本労働協会，1971年）第3章，
参照。
(48) 阿部は『新興日本の教育』で，中等教育の種別
化＝差別化の不徹底が日中戦争の全面化によ
る「工業技術者」の払底をもたらしたとして，経
済統制の本格化に対応して中等教育の国家統
制強化を図る必要を説いた。
?昭和五年の国勢調査の結果によると，農業，
水産業，鉱業，工業，商業，交通を本業とする
男子の数は，男子本業者総数の八八%を占め
ている。かかる事実から見ても、実業学校生徒
数が中学校生徒数に及ばないということは，従
来の中等教育政策の不健全なることを物語る
……。……その結果は，一面に於いて高等普通
教育を受けて而も社会の実務に適せざる者の
過剰を来たし，他面今次事変［日中全面戦争
―筆者］に際して工業技術者の不足をかこたね
ばならぬことになった……。それであるから，
中等教育の全般からみて，それがよく国家の必
要に応ずるように，適当な統制を加えること
が，目下の急務である。」（前掲『阿部著作集』第
9巻，270頁）。
(49) 安川寿之輔，前掲(42)，470-72頁。
(50)(51) 阿部，前掲『教育改革論』，56頁。
(52) 石川準吉，前掲書，904頁，前掲『阿部著作集』
第6巻，348-50頁。
(53) 石川準吉，前掲書，861-62頁，前掲『阿部著作
集』第6巻，345-46頁。
(54) もともと，教育の「立憲主義的統制」(成嶋隆)
の法的根拠となる基本法も根本法も存在しな
い天皇制国家において，国家が教育の「国家的
基準」を設定したり，その実現に「指導性」を
発揮すること自体が「権力的統制」そのもので
あろう。
(55) 石川準吉，前掲書，125-33頁。
内閣調査局がまとめた学制改革案は，「合理
化」をともなう，小学校（8年の義務制)―中学
校・高等女学校(５年，それぞれ実業課程を含
む)―大学（3-4年，学部によっては1-2年延
長）を基本体系とする「単線化」構想を基調と
する総力戦型学制改革構想となっているが，別
系統として師範学校（2年制）は2部のみ存置
され，青年学校については改革案そのものが提
出されていない。
(56) 御厨貴 ?国策統合機関設置問題の史的展開」
（同『政策の統合と権力』東京大学出版会，1996
年）53頁，75頁。
(57) 石川準吉，前掲書，670-71頁。
(58) 安川寿之輔，前掲（42)，472頁。
(59) 石川準吉，前掲書，670-71頁。
(60) 米田俊彦，前掲書，53-54頁参照。
(61) 井深雄二，前掲（18)，41-8頁，参照。
(62) 海老原治善『続日本現代教育政策史』(三一書
房，1968年）256頁。
(63) 前掲『近代日本教育制度史料』第16巻，160-61
頁。
なお，同じ1月に，文部省は一般国民大衆む
けの『週報』誌上において，義務教育年限延長
の必要な理由を訴えた。平生文相の基本視点を
共有するその理由づけをみると，たとえば，中
八戸工業大学紀要 第24巻
―168―
軸視点となる「国防ノ見地」では，単なる軍事
力視点ではなく，新たに「将来の戦争は第一線
に活躍する軍人のみの戦争ではなくて，国民全
体の戦として国家総動員を必要とするであら
う。従って国民一般に対する国家的意識の深
化，体位の向上及び知力特に適当な判断力の養
成，科学的知識の普及等は，国防力の増進から
見て一日も忽せにすることを許さぬ」ことが強
調されている（海老原治善，前掲書，256-57
頁)。つまり，総力戦が要請する「生産力拡充」
路線を考慮にいれた国民教育の再編の必要性
が主張されたのである。
(64) 小林英夫 ?総力戦体制と植民地」(今井清一編
『一五年戦争と東アジア』＜体系 日本現代
史＞第2巻，日本評論社，1979年）参照。
(65) 吉田裕 ?『軍財抱合』の政治過程」『歴史評論』
No.408，1984年4月，32-37頁。
(66) 佐藤秀夫 ?日本における中等教育の展開」(吉
田昇・長尾十三二・柴田義松編『中等教育原理
［新版］』，有斐閣，1980年）51頁，67頁。
(67) 鷹野良宏『青年学校史』(三一書房，1992年)
135-143頁。
(68) 由井正臣 ?軍部と国民統合」(東京大学社会科
学研究所編『昭和恐慌』?ファシズム期の国家
と社会>第１巻，東京大学出版会，1979年）163-
65頁。
統治エリートの内務官僚で政治的には後藤
文夫にちかい唐沢俊樹（後藤文夫とともに昭和
研究会の常任委員，岡田啓介内閣期の内務省警
保局長）は，国策研究会の定例研究会に，小学
校―中等学校―大学校―大学院という「単線
型」の学制体系構想を提起した教育改革同志会
の「教育制度改革案」（1937年6月）と改革の
基本路線を共有する「教育改革私案」を提出す
るとともに，二つの付帯提案をおこなった。
中等教育を第1種と第2種に種別化＝差別
化した唐沢私案をみると，現存の青年学校は第
1種「中等学校」に改組するとされており，付
帯提案の（二）「緊急教育政策に就いて」では，
青年学校と官製青年団は，銃後および戦後の
「国防」「生産拡充」「経済更正」「文化（思想)」
にかかわる労働力・小作農＝兵士を再生産する
ための教育装置および国民動員の組織として
位置づけられている。そして，新たな改革課題
として，唐沢は，青年学校の義務制の「断行」と，
「全国青年団総動員」の必要を強調した(国策研
究会『文教革新に関する研究資料』1937年12
月，39-46頁)。
(69) 総力戦体制構築にとって軍需「生産力拡充」の
もつ決定的な意味を理解しない＜天皇の軍
隊＞の総力戦認識の後進性は，「第一次世界大
戦が提起した総力戦の真髄を学ぼうとしな
かった日本の軍事官僚機構の体質」にもとづく
もので，結局，軍部は，「自らの痛みが伴う自己
変革を避け，総力戦を軍事予算の増大に矮小化
してしま」い，国内の諸矛盾の拡大を侵略戦争
の拡大によって糊塗することを常態としてい
たのである(須崎慎一「総力戦理解をめぐって」
『年報日本現代史』第3号，1997年，参照)。
(70) 南岩男の労働政策構想については，安田浩「官
僚と労働者問題―産業報国会体制論―」(東京
大学社会科学研究所編『現代日本社会4 歴史
的前提』，東京大学出版会，1991年，322-330頁
を参照。また，南の意見書については，神田文
人により全文の＜資料紹介＞が発表されてい
る［『横浜市立大学論叢（人文科学系列)』第41
巻第1・2・3合併号，1990年3月］。なお，同＜
資料紹介＞には，南へのインタビューと資料解
説があり，南の経歴を知るうえで有益である。
(71) 木戸幸一は，「此ノ事変ニ當リ……一面ニ於イ
テ軍部方面ノ体験カラ見マシテモ……青年学
校ノ非常ニ顕著ナル成績ヲ挙ゲタ……，随ッテ
之ヲ更ニ強化シテ貰イタイト云ウ希望ガ切実
デアリマス」云々と述べるとともに，「成ルベク
経費ヲ使ハズ，……差シ当リテ戦時対策トシテ
ヤル，斯ウ云ウヨウナ訳デアリマス」と発言し
た（前掲『近代日本教育制度史料』第14巻，478-
9頁)。
(72) 米田俊彦，前掲書，71頁。
(73)『木戸幸一日記』（東京大学出版会，1966年）611
頁。
(74) 前掲，教育改革同志会調査部 ?青年学校義務成
案要綱（草案)」(文部省社会教育局編『青年学
校期養育義務制に関する論説』1939年）576-77
頁，前掲『近代日本教育制度史料』第16巻，202
頁。
?総力戦体制」の形成と日本の教育学（松浦)
―169―
